
真庭市議会議員政治倫理条例の施行に関する規程 
 
 （趣旨） 
第１条 この告示は、真庭市議会議員政治倫理条例（平成１８年真庭市条例第

３１号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとす

る。 
 （審査請求の様式） 
第２条 条例第６条の規定による請求は、審査請求書（様式第１号）により行

うものとする。 
２ 市民が審査請求をする場合の連署は、審査請求者署名簿（様式第２号）に

より行うものとする。ただし、代筆者により連署する場合は、地方自治法第

７４条第７項及び第８項の規定によるものとし審査請求者署名簿（様式第３

号）により行うものとする。 
 （政治倫理審査会） 
第３条 条例第７条に規定する真庭市政治倫理審査会（以下「審査会」という。）

に、会長及び副会長を置く。 
２ 会長及び副会長は、委員の互選によって定める。 
３ 会長は、会務を総理し、審査会を代表する。 
４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。 
５ 審査会は、必要に応じて会長が招集する。 
６ 審査会は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 
７ 審査会の議事は、出席議員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決

するところによる。 
８ 前各項に定めるもののほか、審査会の運営に必要な事項は、会長が審査会

に諮って決める。 
 （審査会の調査手順） 
第４条 条例第８条第１項に規定する審査会の調査は、次に掲げる手順を踏む

ものとする。 
（１）署名を行った者の資格及び人数、請求書の記載事項並びに政治倫理基準

に対する違反の疑いを証する資料に関する調査 
（２）報告書に記載された政治倫理基準に対する違反についての当該違反の疑

いがある議員に対する事実関係の照会 
（３）関係者に対する審査に必要な資料の請求 
（４）関係者に対する審査に必要な事情の聴取 
 



 （実質的に経営に携わる企業） 
第５条 条例第５条第２項に規定する議員が実質的に携わる企業とは、次の各

号のいずれかに該当する企業等をいう。 
（１）議員が資本金その他これらに準ずるものの３分の１を超える出資をして

いる企業 
（２）法人の業務の執行又は監督を行う権能を有する者として議員に報酬を支

払っている企業 
（３）議員が顧問、相談役等に就任する等その経営方針に関与している企業 
 
   附 則 
 この告示は、平成１８年６月９日から施行する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式第１号 
 

審  査  請  求  書 
 

年  月  日 
  
 真庭市議会議長        様 
 

請求代表者 
                   住 所 
                   氏 名            ○印  
                   連絡先 

（署名簿別添） 
 
真庭市議会議員政治倫理条例第６条の規定に基づき、次のとおり審査を請求

します。 
 

記 
 
１ 審査対象議員名 
 
２ 疑義の内容 
 
３ 疑義の根拠 
 
４ 添付書類 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式第２号 
 

審 査 請 求 者 署 名 簿 
 
有 効 
無 効 
の 印 

 
番 号 

署 名 
 
年月日 

 
住   所 

 
生年月日 

 
氏  名 
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様式第３号 
 

審 査 請 求 者 署 名 簿（代筆者 用） 
 

有 効 

無 効 

の 印 

 

番 号 

署 名 

 

年月日 

 

住  所 

 

生年月日 

 

氏 名 

 

印 

代筆者の 
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代筆者の 

 

生年月日 

代筆者の 

 

氏  名 

代筆
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※ 代筆は（地方自治法第７４条第７項及び第８項）に該当する場合のみ行う

ことができます。 


